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１．豊橋技術科学大学の環境方針等 

１.１ 環境配慮の目標 

豊橋技術科学大学では憲章において環境配慮の目標として，「自然と人とが調和したキャンパスを

創るとともに，省エネルギー・省資源化を進めます。」と定め，教育・研究をはじめとする事業活動の

中で学生，教職員が一体となって省エネなど環境負荷低減に取り組んでいます。 

１.２ 豊橋技術科学大学 SDGs 取組方針 
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１.３ カーボン・ニュートラル達成に貢献する大学等コアリション 

本学は令和 3 年 7月 29日に設立された標記コアリションに参加しています。このコアリションは，

国，自治体，大学等による情報共有や情報発信の場として設立されており，➀大学等の取組に係る知

見の横展開，➁自治体や企業等との連携強化による研究成果の社会実装やニーズに応じた研究開発の

推進，③国内外への発信力の強化等を目的としています。 

１.４ あいちゼロカーボン推進協議会  

本学は標記協議会の特別会員です。この協議会は，産・学・行政のコラボレーションとイノベーショ

ンの喚起に取り組むことによって，ゼロカーボン社会の実現を目指すため設立されました。多様な主

体が連携して総力を結集し，各々の活動を連動させながら取組を進め，社会や社会制度を変えていく

動きを作るため，産業・学術・行政が連携協働していくことを目的としています。 

２．環境マネジメント体制 

２.１ 組織図 

 

３．環境配慮行動の取組 

３.１ 豊橋技術科学大学 SDGs 推進マニュアル 

豊橋技術科学大学 SDGs 推進本部が大学全体における SDGs に関する取り組みを推進することを

学長 

役員会 

施設マネジメント戦略本部 

・理事 

・副学長 

・教授 

・環境整備エネルギー対策専門部会 

・廃棄物対策専門部会 
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目的に「豊橋技術科学大学 SDGs 推進マニュアル」を作成しました。このマニュアルを共有し，学内

関係者の理解促進に努めています。 

３.２ 省エネの取組 

施設マネジメント戦略本部の許にエネルギー対策専門部会が置かれています。この部会で省エネを

呼びかけるポスターを作成し，季節ごとに啓発活動をしています。 

３.３ 廃棄物等の抑制 

施設マネジメント戦略本部の許に廃棄物対策専門部会が置かれています。この部会で『廃棄物処理

の指針』を作成し，構成員に周知しています。（⇒ ７.１） 

４．エネルギー使用等の現状 

４.１ 原油換算エネルギー使用量 

４.２ 電力使用量（買電） 

本学で使用している電気，都市ガス

の使用量（私費分を除く）を原油換算

し，その推移を示します。 

ここで，エネルギー使用量と相関関

係があるとされる建物面積は，2017 年

度に学生宿舎 G 棟を建設して以降，大

きな増減はありません。また，2016 年

に重油炊きのボイラーを廃止して以

降,重油の使用はありません。 

省エネ機器への更新や節電努力等に

より年々減少傾向となっています。 

本学が電力会社から購入した電力量

の推移を示します。（学内の太陽光発電

により生み出された電力は外数） 

2011 年度以降，室等に課金して得た

収入を原資として老朽した空調機の更

新を進めており，電力使用量は年々減

少傾向にあります。 

2020 年度，2021 年度はコロナの影

響により活動が制限されましたが，窓

を開けて空調を行うようになった等の

影響により，電力使用量の減はほとん

ど見られません。しかしながら，ガス

式空調機（GHP）を電気式空調機（EHP）に更新する工事を進めている中，電力使用量は減少傾向に
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４.３ 水道使用量 

４.４ 都市ガス使用量 

４.５ 井水製造等のエネルギー 

本学は井戸水を浄化した水を使用しているため，水浄化システムに電力を消費します。この処理水

製造には約 1.39kWh／㎥の電力を必要とします。また，排水は浄化槽を通じて河川に放流しています。

この排水浄化には約 1.40kWh／㎥の電力を必要とします。 

水資源の節約はこれらの電力の節約にもつながるため，電力量使用量の削減とともに，水道使用量

削減の取組が求められます。 

あることから，省エネルギーの取組が着実に進められていることが伺えます。 

電気室ごとの電力使用量の推移を４.７(a)に示します。 

水道使用量の推移を示します。本学

の水道は井戸水を汲み上げ，浄化処理

したのちに飲用水として使用していま

す。また，BCP の観点から，豊橋市の

供給する市水も使用できるようになっ

ており，死水対策のため全使用量の5%

程度を市水としています。 

2019 年の冬にエネルギーセンター

で大規模な漏水事故が発生したため，

大学の水道使用量が増加しています。 

また，2020 年度，2021 年度はコロ

ナ対策として学生の大学内への入構を

制限しました。その結果，大学の使用量は減り，学生宿舎の使用量が増加しています。 

建物ごとの水道使用量を４.７(b)に示します。 

都市ガス使用量の推移を示します。

都市ガス利用はそのほとんどが GHP

となっています。2017 年度以降，GHP

から EHP への更新を進めており，都

市ガスの使用量は減少傾向となってい

ます。 

このうち，GHP に使用した都市ガス

使用量の建物ごとの推移を４.７(c)に

示します。 
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４.６ CO2 排出量 

４.７ 建物別エネルギー使用推移 

建物ごとのエネルギー使用推移を示します。電力量グラフは電気室ごと，水道使用量は電力量グラ

フと計量の範囲を合わせています。 

 

CO2排出量の推移を示します。節電

努力や GHP から EHP への更新など

により，減少傾向となっています。 

 

① 教育研究基盤センター（技術開発統括部門，分析計測部

門，工作機器部門） 

 ③ アウトリーチ活動棟，管理棟，車庫，守衛所，ひばり荘 

② I1 棟，I2 棟，教育研究基盤センター（実験実習工場），

放射線実験棟 

 ④ 廃水処理施設，廃棄物処理施設，課外活動施設 

キャンパスマップと計量の範囲 
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(a) 電力 

電気室毎の電力量グラフ（学生宿舎を除く）を示します。 

 

コロナの影響により教育活動は制限されたため，A 棟群，C 棟群，D 棟群，総合研究実験棟，福利

施設などで 2020 年度に減少が見られますが，劇的に減少している建物はありません。逆に微増して

いる建物もあります。本学の電力使用はベース電力が 6 割から 7 割程度を占めていることと，窓を開

けて空調するようになったこと等により，電力の減少は限定的であったと考えられます。 

(b) 水道 

水道使用量のグラフ（学生宿舎を除く）を示します。計量の範囲を(a) 電力と合わせています。 
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2020 年度に A 棟群・B 棟群や E 棟群，図書館，福利施設で大幅な減少が見られるものの，ほとん

どが微減から微増となっています。 

IRES2の水道使用量が 2022 年度に増えていますが，これは屋上のチルドタワーからオーバーフロー

していたことによるものです。 

エネルギーセンターの水道使用量が 2019 年に大幅に増えていますが，これは土中での大規模な漏

水事故が発生したことによります。 

2022 年度にプールへの給水を停止したことから，水道使用量が減少しています。 

国際交流会館の水道使用量が 2021 年度に減少していますが，2020 年度はコロナの影響で出国でき

なかったため使用が減らず，2021 年度になって減少し，2022 年度は入国が可能となって増加したと

考えられます。 

2022 年度に A 棟群，B 棟群で大幅な増加が見られます。コロナ前よりも使用が増えていますが，

漏水は見られないこと，2021 年度に量水器の更新を行っていることから，更新前の量水器で正確に測

れていなかったと考えられます。また，E 棟群で 2019 年度以降に使用量が大幅に減少していますが，

こちらについても量水器に不具合が生じ，正確な計量ができなくなっていると考えられます。 

各棟の量水器は設置後更新されていないものが多く，また，団地全体の送水量と各棟の量水器の計

量合計に 2 割以上の誤差が生じています。これらのことから，各棟の計量器の一部は経年により正確

な計量ができない状態である虞があります。 

(c) 都市ガス（GHP） 

ガス式空調機の都市ガス使用量グラフを示します。計量の範囲を(a) 電力と合わせています。 

 

A 棟群，B 棟群は，2020 年度から 2021 年度にかけて GHP を EHP に更新しています。 

D 棟群は，2022 年度に D4 棟のガス炊き中央式空調機を EHP に更新しています。 

F 棟群は，2022 年度に F 棟のガス炊き中央式空調機を EHP に更新しています。 

G 棟群は，2021 年度から GHP を EHP へと更新する工事を進めています。 
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総合研究実験棟は，2022 年度に GHP を EHP に更新しています。 

コロナ当初の 2020 年度において，前年度，前々年度より大幅に減少しているのは福利施設と A 棟

群，B 棟群で，ほとんどが 2019 年度と比して微増から微減となっています。これは前述のとおり，

窓を開けて空調するようになったためと考えられます。 

５．廃棄物等による環境負荷低減 

５.１ 廃棄物処理 

５.２ 廃液処理 

(a) 生活排水 

本学では，生活排水は廃水処理施設で処理した後に，浜田川へ河川放流しています。年 12 回の水

質検査を実施しており，過去に基準値を超えたことはありません。 

(b) 実験排水 

実験に使用した薬品廃液と実験器具の三次洗浄水まではポリタンクに溜めて廃棄処理を業者に委

託しています。四次以降の実験洗浄排水は pH モニタ槽を経てから生活排水とともに廃水処理施設で

処理をした後，浜田川へ河川放流しています。 

５.３ 石綿（アスベスト） 

本学において，非飛散性アスベストが含まれる建材や実験機器等を処分する際には，関係法令に基

づき，適正な処分を行っています。 

５.４ ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物 

関係法令に基づき，適正な処分を行っています。 

本学では，本学で定めた「廃棄物処

理の指針」に基づいて，廃棄物を適正

に処理を行っています。この指針に

従ってゴミの仕分けを行うことで廃棄

物が減量し，その結果 CO2削減，省エ

ネという低炭素社会に向けた大きな効

果が得られています。 

2016 年度以降の産業廃棄物（廃プラ

スチック，発泡スチロール）の処理量

は年々減少していますが，産業廃棄物

（混合廃棄物）の処理量は微増となっ

ています。一般廃棄物は 2017 年度以

降，減少傾向でしたが，2021 年度から増加に転じています。コロナ禍であったことを鑑みると，食堂

閉鎖により弁当容器等の廃棄が増えたことや，マスク・手指消毒薬の廃容器などが要因として考えら

れます。 
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本学では，学内に保管していた高濃度 PCB 廃棄物を令和 3 年（2021 年）2 月に処分を完了しまし

た。また，調査済みの低濃度 PCB 廃棄物は令和 4 年度(2022 年度)にすべて処分しましたが，令和 5

年（2023 年）7 月に豊橋市から新たに PCB 含有の判明した実験機器について情報提供があったため，

学内に改めて PCB 含有疑いのある実験機器が存在しないか調査したところ，約 60 件の PCB 含有疑

いが発見されました。 

今後，未調査で保管している変圧器 5 台やウエス類，がれき類について調査し，令和 5 年度中に処

分します。また，PCB 含有のおそれは低いもののその可能性がある，使用中の変圧器 13 台や，令和

5 年度の調査で発見された PCB 含有疑いのある物品等については令和 8 年度（2026 年度）の処分期

限までに確実に処分します。 

６．外部からの評価 

６.１ 事業者クラス分け評価 

資源エネルギー庁が公表している，エネルギーの使用の合理化等に関する法律の定期報告書に基づ

く事業者クラス分け評価において，本学は 2015 年度の評価開始以降，9 年連続で S 評価（省エネが

優良な事業者）を受けています。 

 

  

 

経済産業省資源エネルギー庁 事業者クラス分け評価制度 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/overview/institution/ 
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７．環境マネジメント活動 

７.１ 廃棄物処理の指針 

７.２ クリーンキャンパス（530 運動） 

７.３ 照明の LED 化 

キャンパス内の照明のおよそ 15%が LED となっていて，今後も LED 化を進めていきます。 

７.４ キャンパス内の禁煙 

キャンパス内を指定場所以外禁煙とし，分煙を進めています。現在の指定場所は 1 箇所となってい

て，これを廃止できないか検討を進めています。 

８．教育・研究等 

８.１ 省エネルギー，環境問題等に関する授業 

本学で開講されている省エネルギーや環境問題に関する授業の一部について，シラバスに記載され

2023 年度に廃棄物処理の指針を改訂しました。この指針に従い，適正

な廃棄物の処理を進めます。 

毎年 5 月 30 日（ゴミゼロの日）に学生や教職員による校内

清掃活動を実施しています。 
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た授業の目標を紹介します。 

(a) B1041502a 環境科学（学部 2 年次，学部 3 年次，博士前期課程 1 年次） 

現在，工学を学ぶ者すべてに求められていることは社会構造の変化つまり持続発展社会に対応した

技術力です。そのための第１歩として，環境問題の本質を理解し，解決するための足掛かりとしての

「環境科学」を理解することを目標とします。 

(b) B11624070 熱エネルギー変換（機械工学課程 学部 4 年次） 

熱エネルギーを機械的仕事に変換する熱機関について，それらの基礎理論や特性を学びます。熱機

関から排出される有害物質は社会問題にもなっており，本講義では環境問題にも触れ，エンジニアと

してどのように対処すべきかを学びます。 

(c) B11620220 応用熱工学（機械工学課程 学部 3 年次） 

熱力学は気体の状態，熱の仕事変換の基本的関係を与えますが，実際の熱エネルギーの計測，生成，

輸送，蓄熱，変換，省エネ，高効率をどのように行っているか知る機会は少ないです。特に，近年で

は省エネルギーは大きな問題になってきています。本講義では上述の熱エネルギー利用について熱力

学との関連を明確にすることを目標とします。 

(d) B12530100 電力工学Ⅰ（電気・電子情報工学課程 学部 2 年次） 

電気エネルギーの安定供給の観点から，種々の発電方式，送電，エネルギー貯蔵に関する基礎的な

知識および基本的な技術を学びます。 

(e) エネルギー創生工学（電気・電子情報工学課程 学部 3 年次） 

エネルギーに関する諸問題を認識し，持続性社会の維持に必要な電気エネルギーの発生と供給の重

要性を理解します。その上で化石燃料や核エネルギー，自然エネルギーなど多様なエネルギー源・資

源から電気エネルギーを創生する様々な技術と問題点について学び，理解します。また電気エネル

ギーの輸送，貯蔵技術や有効な利用技術と問題点についても学び，理解します。 

(f) 新エネルギー工学（電気・電子情報工学課程 学部 4 年次） 

我々が必要とするエネルギー種の理解をもとに，従来の化石燃料や原子力燃料に依存した体制から

の脱却に向け，多様な新エネルギー源とその利用方法や問題点について学びます。具体的には，電力

会社・ガス会社・エネルギーシステム会社の技術者・研究者が，オムニバス形式により，再生可能エ

ネルギー，バイオマス，新燃料，水素などの新エネルギー等を利用した電気エネルギーや熱エネルギー

の創生と有効利用について講義します。 

(g) 化学工学 3（応用化学・生命工学課程 学部 3 年次） 

化学工学において重要なエネルギーの利用に関する３つの要素，１）エネルギーの発生，２）エネ

ルギーの伝達，３）エネルギーの変換，の各過程の科学的基礎とその応用についての基本的な素養を

習得します。そして，エネルギー技術の現状と未来について，熱プロセスを基盤にしたシステムとし

ての見方を身につけます。併せて，流体の取扱に関する基本概念と操作について習得します。 

(h) B15510230 建築環境学概論（建築・都市システム学課程 学部 1 年次） 

建築と人間および日照・日射・気温等の外部環境との関わりを理解し，熱・空気・音・光環境と人
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間の感覚・生理との関係および室内環境の制御に係わる基礎理論・手法を習得します。 

(i) B15621100 建築環境設備学（建築・都市システム学課程 学部 3 年次） 

空気調和設備，給排水設備，消火設備などの建築設備の役割，仕組み，関連技術，設計法および運

転に関する基礎知識を習得します。 

(j) M25621050 建築設備デザイン（建築・都市システム学専攻 博士前期課程 1 年次） 

持続可能な社会の実現には建築・都市分野における省エネルギーが不可欠です。そのような社会的

要請に基づく建築・設備デザインの手法および応用について習得します。特に建築の外皮性能と設備

の省エネルギー性能について対象とします。 

(k) 建築環境デザイン（建築・都市システム学専攻 博士前期課程 1 年次） 

21 世紀の未来社会における持続可能な都市・建築のあり方を理解し，建築の総合的な環境性能評価

法，環境共生・環境調整技術とその応用としての環境デザイン手法を習得します。特にパッシブ建築・

手法について取り扱います。 

(l) GI マネジメント特論Ⅱ（学部 3 年次，博士前期課程 1 年次） 

エネルギー需給・環境保全・経済発展の相互依存関係と，三者の最適協調経路を解明し，持続可能

な発展の諸条件について考察することを目的とします。エネルギー・環境に関する問題意識を深め，

問題解決に必要な基礎能力を身に付けることを目標とします。 

(m) 化学・生命関連領域各論 2（応用化学・生命工学課程 学部 3 年次） 

環境化学工学，環境科学，生物科学，無機化学の最新のトピックスを学び，視野を広げます。 

８.２ 学生の課外活動 

(a) カーボンニュートラル研究会 

 

  

2021 年に活動開始した課外活動団体です。技術部門が第 6 回静岡テックグランプリの最終選

考会に出場し，E-マイクロモビリティの開発をテーマとして口頭発表を行ってヤマハ発動機賞受

賞を受賞したり，教育部門が SDGs スポーツを企画・制作したりと活発に活動しています。 
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８.３ 省エネルギー，環境問題等に関する研究 

本学のホームページに掲載されている教員紹介の中から，省エネルギーや環境問題に関する研究の

一部を紹介します。 

(a) 電気・電子情報工学系 滝川浩史教授 

① 気象予測に基づく発電や需要の解析と予測 

 

② 省エネシステムの最適設計／運転支援ソフトの開発 

③ 太陽電池の有効利用 

④ 未来自動車社会を支える次世代エネルギー供給システムプランニング 

太陽光発電は再生可能エネルギーの旗手ではあるが，その発電は天候に強く依存しているた

め，安定した供給が難しいものとなっている。太陽光発電による電力を安定して供給するために

はその発電の高精度予測が必要であり，そのためには太陽光発電設備への日射量を正確に予測し

なければならない。そのため，気象衛星データを用いた方法や気象モデルの高度シミュレーショ

ンなどが開発されつつあるが，個々の状況が考慮されておらず，十分な精度を持った発電量予測

ができるとは限らない。 

そこで，太陽光発電設備の周囲の雲の挙動を把握し，日射を計測することで日射量を予測し，

その日射量から発電量を正確に予測するシステムを開発した。太陽光発電設備を中心として，周

囲 8 方およそ 2.5km，5km 離れた位置にリング状に雲影モニタを設置し，雲の動きと日射変動の

タイミングから雲影の濃さ・大きさ・速さを割り出して，太陽光発電設備に雲影がかかる状況を

正確に把握するシステムである。 

さらに，そのようにして得た予測日射量から，ニューラルネットワークを用いた機械学習（AI

技術）を用いた太陽電池の設置状況に依存しない予測エンジンも開発した。 
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(b) 機械工学系 内山直樹教授 

① 産業機械の高精度化と省エネルギー化を目的としたロバスト適応制御 

② 産業機械の最適動作軌道生成と制振制御 

③ 屋外作業を目的とした自律移動ロボットの設計・制御 

(c) 機械工学系 戸高義一教授 

① 低環境負荷元素からなる熱電材料の高特性化 

(d) 機械工学系 横山博史教授 

① 低環境負荷を目指した音響エネルギーの利用 

(e) 電気・電子情報工学系 稲田亮史教授 

① 酸化物系全固体電池に関する研究 

② 次世代型高安全リチウムイオン電池に関する研究 

③ イオン伝導性セラミックスの開発と応用 

(f) 電気・電子情報工学系 八井崇教授 

① エネルギー環境問題の解決 

(g) 応用化学・生命工学系 高島和則教授 

① 大気圧放電プラズマ触媒プロセスによるガス浄化 

② 電気集塵による粒子状物質の除去 

(h) 応用化学・生命工学系 小口達夫准教授 

① 内燃機関の燃焼反応機構の解明と制御による環境負荷低減に関する研究 

② 微粒子核生成の反応メカニズムと環境排出制御に関する研究 

(i) 応用化学・生命工学系 広瀬侑准教授 

① 環境中に存在する多様な藻類の研究 

(j) 建築・都市システム学系 井上隆信教授 

① 渓流河川における水質形成過程の解明 

② 農耕地からの汚染物質の流出解析 

③ インドネシアの水銀汚染の実態調査 

(k) 建築・都市システム学系 田島昌樹教授 

① 換気環境の評価方法に関する研究 

② 建築物の室内環境・省エネルギー性能の評価 

③ 自立循環型住宅および省エネルギー基準にかかる研究 

(l) 先端農業・バイオリサーチセンター 山内高弘特任准教授 

① 地域資源を活かした施設栽培における薪ストーブの実用性検証 

② LED の夜間近接照射栽培の実用性検討 

③ 小ギクの露地栽培における直挿しの実用性検証 
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(m) 学生支援統括センター 大門裕之教授 

① バイオマス生産および利活用の展開 

② 三機関連携によるバイオガス発電システムの全国展開 

③ 小規模普及型バイオガス発電システムの展開に向けた心揺さぶる技術開発 

９．地域連携 

９.１ 省エネルギー，環境問題等に関する産学官連携事業 

(a) 産学官・広域連携による下水処理場のバイオマスパーク構想（愛知県と豊橋市，豊川市，蒲郡市，

新城市，田原市） 

(b) 産学官による小規模普及型バイオガス発電システムの社会実装（愛知県） 

(c) 市営太陽光パネルの動作特性解析と高効率化改善（豊橋市） 

(d) 東三河地域（5 市 2 町 1 村：74 万人強）における産学官の広域連携 

(e) 自治体との環境分野における連携（あいちカーボンニュートラル戦略会議，あいちゼロカーボン推

進協議会，愛知環境賞など） 

(f) 県道の剪定枝を木質バイオマス発電の燃料化にする試み 

(g) 一般廃棄物処理の広域化とバイオガス発電普及促進 
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